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高齢者福祉施設の生活相談員に関する基礎的研究
吉 田 修 大※
１．は じ め に
生活相談員は、高齢者福祉施設に必ず配置
しなければならない職種である。介護保険制
度導入前の職種名称である「寮母」「生活指
導員」は、高齢者福祉施設に必ず配置するこ
ととされ直接処遇の担い手として位置づけ、
特殊業務手当の支給対象職種とされていた。
２０００年の介護保険制度導入以降、生活指導員
は生活相談員へと職種名称を変更することと
なった。さらに介護保険制度導入によって新
たに創設された介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）は、介護保険サービスにおける施設
サービスを提供する施設への配置が義務付け
られた。その結果、生活相談員と介護支援専
門員（ケアマネジャー）の業務関連性から生
活相談員の役割が不明瞭になっていく可能性
があった。
これまでの高齢者福祉施設における生活指
導員・生活相談員に関する研究では、業務内
容がいわゆる「何でも屋」である、ソーシャ
ルワーク機能だけではなくケアワーク機能も
期待される、あるいは業務としてケアワーク
を位置づけるべきとの議論がなされるなど、
ある一定の生活相談員固有の業務や機能に関
する結論を見出すことはできていない。した
がってソーシャルワークとケアワークの関係
性は、これまで議論や経過を踏まえると必ず
しも十分に整理され尽くしていないとも言え
よう。本研究では高齢者福祉施設の生活相談
員に関する研究の整理を行い、これまでの研
究の蓄積成果と今後の課題を明らかにするこ
とを目的とする。
２．方 法
高齢者福祉施設における生活相談員（生活
指導員を含む）の業務・機能に関する先行研
究をレビューし、これまでの研究結果から見
出すことのできる生活相談員像を整理したい。
さらに今後の高齢者福祉施設の生活相談員を
担う社会福祉士養成カリキュラムの中から一
端を担う「高齢者福祉論」「老人福祉論」の
テキストにおいて、生活相談員に関してどの
ような記述がなされているのか分析対象とす
ることとした。
３．高齢者福祉領域における生活相談
員研究の動向
 高齢者福祉施設の生活相談員の定義およ
び配置基準
生活相談員に関する規定については周知の
ところではあるが、あえて概観しておきたい。
１９６３（昭和３８）年に老人福祉法が施行し、特
別養護老人ホーム（以下、特養とする）が誕
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生した。特養の生活相談員については、同年
に示された厚生省令「特別養護老人ホームの
設備及び運営に関する基準」の中で規定され
ている。同省令第５条第２項における職員の
資格要件の中で生活相談員は、「社会福祉法
第１９条第１項各号１のいずれかに該当する者
又はこれと同等以上の能力を有すると認めら
れる者でなければならない」としている。さ
らに同省令第１２条第３項では職員の配置規準
について、生活相談員は「入所者数が１００又
はその端数を増すごとに１以上」であること、
「施設長と生活相談員は常勤の者でなければ
ならない」と規定している。同省令第１８条の
中で直接的に生活相談員の役割や機能につい
て言及している内容ではないものの、特養に
求められる相談及び援助について「特別養護
老人ホームは、常に入所者の心身の状況、そ
の置かれている環境等の的確な把握に努め、
入所者又はその家族に対し、その相談に適切
に応じるとともに、必要な助言その他の援助
を行わなければならない」と定めている。
このように法的基準に基づく特養の生活相
談員の歴史は、それほど長いものではない。
この省令以外に特養の生活相談員に関する規
定は、行われていない。つまり、１９６３年に示
された厚生省令の中で規定している生活相談
員に求められていることは、社会福祉主事任
用資格を有していること、常勤で利用者の人
数に応じて必ず１名以上配置すること以外、
特に規定されていないと言える。１９８７（昭和
６２）年には「社会福祉士及び介護福祉士法」
が施行され、社会福祉専門職の資格制度がス
タートした。同法では社会福祉士養成カリキュ
ラムの一つである「社会福祉援助技術現場実
習」の実習施設、実習職種として社会福祉施
設の生活相談員を位置づけているが、資格制
度に基づく現実的な位相関係においては生活
相談員＝社会福祉士と位置づけていない。
２００３（平成１５）年に示された『ソーシャル
ワークが展開できる社会システムづくりへの
提案』（日本学術会議 第１８期社会福祉・社
会保障研究連絡委員会報告）で報告書作成の
背景について、「日本の社会では、子ども虐
待への緊急対応、障害者の地域生活支援、要
介護高齢者の自立支援等でソーシャルワーク
をますます必要とする社会状況になっている
にも関わらず、ソーシャルワークが展開でき
る社会システムが十分に整備されているとは
言い難い状況にある２」と指摘している。さ
らに同報告書は、前述のソーシャルワーカー
を取り巻く現状に基づきソーシャルワーカー
の任用に関しても４点指摘している３。
①ほとんどの機関・団体・施設に置かれてい
る法的な職員任用において社会福祉士有資格
者が必置条件となっていない。
②社会福祉領域で、社会福祉士の任用制度を
構築しなければならない。
③医療、教育、雇用、司法等の領域で、社会
福祉士が任用される制度的方途を整備してい
く必要がある。
④都道府県に限らず市町村において、社会福
祉士を任用し配置していくことが必要である。
同報告書のまとめでは、「人々の生活や健
康を守っていくうえで、ソーシャルワークの
社会的使命はきわめて大きい。国際的潮流を
も見極め、ソーシャルワーカーの任用や養成・
研修を改善、充実することで人間のウェルビー
イングの増進を目指すソーシャルワークが日
本社会に定着すること願い、本提案を社会に
向けて提示するものである」と締めくくって
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いる。同報告書の指摘に基づきソーシャルワー
クが展開できる社会システムづくりを検討す
ると、ソーシャルワーカー＝社会福祉士＝生
活相談員という構図を描き、日本で展開すべ
きソーシャルワークを社会福祉士が担うとい
う方向性を示していると考えられる。
 生活相談員に関する先行研究
①業務の視点から
１９８０年代以降、高齢者福祉施設における生
活指導員・生活相談員の業務に関する研究が
行われている。特に我が国の高齢者福祉を取
り巻く課題は急速な高齢化、高齢者福祉従事
者のマンパワー、福祉サービスの質の向上で
あった。このような背景を踏まえ岡本、奥田４
は老人福祉施設における生活指導員の業務遂
行の実態調査の結果から、「老人福祉施設の
生活指導員がその業務内容からみて、ソーシャ
ルワーカーであると断定することが甚だ困難
であるという諸点を見出すことができた」と
指摘している。しかしながら、生活指導員が
ソーシャルワーカーであると断言できない状
況下にあっても、生活指導員が相談援助の業
務に従事し専門性を発揮していくためには、
現実の職務内容を明確化し、生活指導員ある
いは社会福祉士としてあるべき姿を構築して
いくためにもソーシャルワークの機能という
観点から業務に対する意識や活動状況を分析
している。岡本、奥田の研究は、生活指導員
の業務をソーシャルワークの観点から研究し
ているものの生活指導員の意識に基づいた
「本来業務」「付帯業務」という区分の枠組
みに沿ってソーシャルワークを検討している。
和気５は介護老人福祉施設と介護老人保健
施設の相談員業務の比較分析を通して、施設
ソーシャルワークの構造を明らかにしようと
試みた。全国調査を実施し両施設の相談員が
行っている業務内容の構造を比較分析した。
その結果、両施設の相談員の業務には一定の
差異が存在することを指摘した。その差異と
は、調査研究の結果から両施設の相談員の基
本属性及びその業務内容であると述べている。
基本属性の差異については、介護老人福祉施
設において設立年の古い施設が多いこと、入
所定員が少ない小規模な施設が多いので生活
相談員が１名しかいないことも要因であると
指摘している。
また、和気６は基本属性の性差に着目して
特に介護老人福祉施設の生活相談員が、社会
福祉士及び介護福祉士が資格制度化される前
は数少ない男性職員であることが多く、施設
設備のメンテナンス、運転に伴う送迎、運営
管理などいわゆる「寮母」に担うことが難し
いとされる業務を任されることが少なくなかっ
たものと思われると指摘している。そのうえ
で今日の介護老人福祉施設の生活相談員は男
性が多く、これまでの実践が引き継がれてい
ると考えられると述べている。また、保有資
格の観点では介護老人福祉施設の生活相談員
は「介護福祉士」の資格保有者が多く、生活
相談員は利用者の介護を含む日常生活支援に
関わる業務に携わる機会が少なくなかった。
このような背景から介護老人福祉施設の生活
相談員は、介護福祉士の資格を保持する傾向
があると指摘している。
さらに和気７は業務内容に関して介護老人
保健施設の生活相談員は利用者の入退所をめ
ぐる相談・調整業務に多くの時間を費やして
いるのに対し、介護老人福祉施設の生活相談
員は利用者の日常生活支援、施設全体の運営
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管理、地域社会と関わる幅広い業務に従事し
ている。この結果を踏まえて介護老人福祉施
設の相談員は依然として「何でも屋」と呼ば
れる状況に置かれていることを指摘している。
三輪８は質問紙調査の因子分析の結果、特
別養護老人ホームの生活相談員の業務と専門
職性に対する意識に対し有意差が認められた
要因として「介護支援業務」「組織構造」「生
活相談員数」であると指摘している。また、
業務関与度と専門職意識の要因とはなり得て
いない点について第一に生活相談員が現在行っ
ている業務実態が専門職性意識と乖離してい
ること、第二に生活相談員の関与する業務に
ついてその質に違いがあること、第三に生活
相談員の仕事ぶりが施設長に認められ管理的
な立場に移行し、ワーカーとしての業務より
管理職としての業務が増大してもワーカーと
しての業務こそが自分の本来業務であるとい
う思いを持ち続けることの３点を問題点とし
て指摘している。
②資格制度（社会福祉士）の視点から
１９８７年の社会福祉士および介護福祉士法の
制定、施行以降、社会福祉士養成における実
習職種あるいは有資格者として生活相談員
（生活指導員）が位置づけられている。佐藤、
高橋９は、１９９４年に行った調査結果では「社
会福祉士の有資格者（５．１％）、社会福祉士受
験資格保持者（２１．４％」、持っていない者
（７３．５％）」であった。さらに社会福祉士の
資格を保有していない生活相談員に対し資格
取得の意向を尋ねたところ「取得したい
（４４．０％）、取得したいとまでは考えていな
い（１５．５％）、まだわからない（４０．５％）」で
あった。資格取得に肯定的な意見としては
「専門性や資質を高める、知識を身に付ける、
自己研鑽、社会的評価、生活相談員の地位向
上」などであった。しかしながら、資格取得
に否定的な意見としては「資格制度に疑問、
定年が近いなど年齢的なものによって勉強す
るつもりはない、人事によって配置替えにな
る、現在の主事資格等で十分」などであった。
さらに佐藤、高橋１０は、生活相談員が社会福
祉士資格制度に地位や社会的認知度の向上に
期待を抱きつつ、一方で社会福祉士の専門性
に疑問視する、短期間しか関わらないなどが
社会福祉士資格取得有無の裏側にあると述べ
ている。
なお、資格制度後に福祉系大学を卒業した
者以外が社会福祉士受験資格を取得するため
には、社会福祉士一般養成施設（主に通信課
程）を修了しなければ受験資格を取得できな
い。しかしながら、当時は社会福祉士国家資
格を取得するよりも社会福祉士一般養成施設
（通信課程）へ入学することのほうが難しい
とされていたことを付記しておく。
２００３年、社会福祉・社会保障研究連絡委員
会報告の『ソーシャルワークが展開できる社
会システムづくりへの提案』では、ソーシャ
ルワークを必要とする社会状況とそれに対応
する社会システムの不備として「社会福祉士
養成が増大しているにもかかわらず、養成さ
れた人材がソーシャルワーカーとして機能す
る場が十分ではなく、その人材が活用されて
いない状況にある１１」と指摘している。社会
福祉施設には以前から生活指導員等が配置さ
れているが、ソーシャルワークとしての視点
が弱く、必要とされる援助計画の作成・実施
においてソーシャルワーク業務を展開できな
い状況にある。さらに社会福祉施設の生活指
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導員等は、社会福祉士であることが望ましく
ソーシャルワークを展開していくことが求め
られていると指摘したうえで、「各種の入所
や通所の社会福祉施設（保育所を含む）、社
会福祉協議会、あるいは障害者地域生活支援
センター等の生活支援事業実施施設等におい
ても、施設長や指導員・生活支援員等に社会
福祉士を任用するよう法律や通知を改正する
よう働きかけていく必要がある１２」と述べて
いる。
また、２００９年の社会福祉士及び介護福祉士
法の改正により社会福祉士養成における相談
援助実習については、実習指導者の要件とし
て「社会福祉士の資格取得後３年以上の相談
援助業務の経験を有する者であり、かつ、実
習指導者を養成するために行う講習会であっ
て厚生労働大臣が別に定める基準を満たすも
のとしてあらかじめ厚生労働大臣に届けられ
たものを修了した者」（社会福祉士介護福祉
士学校指定規則）とされた。この改正では
「専門職が専門職を育てる」という視点に立
脚して後進の育成に取り組むことを意味して
いる。社会福祉専門職養成における社会福祉
士養成（特に実習・演習の指導者要件）に関
して前進したが、同時に生活相談員のあり方
と専門性、これらに連動する実習プログラム
のあり方については、更に検討の余地がある
と思われる。
米本１３は社会福祉士養成における施設ソー
シャルワークの学びや実習プログラムを充実
させることを念頭に置きつつ、施設ソーシャ
ルワークの有する機能を整理した。米本が提
唱する施設ソーシャルワーク９機能とは、①
情報の集約点、②個別支援計画の作成～評価、
③内外の調整機能、④個別援助相談、⑤施設
評価・施設改革機能、⑥資源開発機能、⑦研
究機能、⑧教育機能、⑨リスクマネジメント
である。米本が示した施設ソーシャルワーク
の９機能は社会福祉士養成における実習の充
実が研究の根底となっている。さらに、２００９
年度全国老人福祉施設協議会が実施した生活
相談員研修会においても、米本が提唱してい
る施設ソーシャルワークの９機能の内容を踏
まえた研修会を実施している。
③介護支援専門員（ケアマネジャー）の視点
から
２０００年の介護保険制度導入以降、入所型の
高齢者福祉施設には生活指導員から名称を変
更した生活相談員と介護支援専門員の配置が
義務付けられた。制度創設時は生活相談員あ
るいは介護主任が介護支援専門員を兼務する
場合が多く見受けられた。昨今では生活相談
員とは別に施設サービス計画を立案する介護
支援専門員が、業務内容を区分し独立して配
置されるようになってきた。本節では介護支
援専門員の配置と生活相談員の業務関連性に
ついて整理したい。
介護支援専門員は医師、看護師など医療系
の有資格者と社会福祉士、介護福祉士、精神
保健福祉士の福祉系有資格が代表的な基礎資
格として位置づけられている。長期的な支援
を必要とするクライエントに対してケアマネ
ジメントの手法を用いて支援を進めていくこ
とは、極めて重要な支援の方法のひとつであ
る。とりわけ介護保険制度導入は、急速に我
が国においてケアマネジメントの概念を広め
ていくこととなった。特に高齢者福祉施設に
おいてケアマネジメントを展開していくため
には、本来的なケアマネジメントとの理念に
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基づいた支援を担うことができる福祉系の専
門職が実践し支援を進めていくべきであろう。
副田１４はケアマネジメントの展開が我が国
の高齢者福祉に対するソーシャルワーク論に
及ぼした影響について「専門職としての自律
性（対政府、対行政組織）と基盤とする価値
の観点からの議論はあまり見られない」と指
摘している。さらに副田は我が国のソーシャ
ルワークのアイデンティティを問うにあたっ
ての課題として「国の専門職養成教育内容へ
の縛りや専門職研修内容への関与、介護保険
における政策転換や矢継ぎ早に出される施策、
事業実施への指示やガイドラインの多さ」な
どについても言及している。
また、周藤１５は「生活指導員の位置・役割
が施設サービスの方向づけをするとともに質
の向上への起点になる」「生活指導員と介護
支援専門員兼務の現状は、ケアマネジメント
の展開が十分にできていない実情を示してい
る」と述べている。生活指導員と介護支援専
門員の関連性については「介護計画書の実施
がどのように本人の生活に反映しているかを
介護実務者とは別の視点から利用者の立場に
位置して評価するという役割がある。それは
施設サービス計画担当介護支援専門員とは異
なる重要な業務である」と述べている。さら
に生活指導員論を検討する際には、「かつて
の処遇管理者論台頭時期の論議が行われてい
なかった。施設でのケアマネジメントの展開
が本格的に議論される時期には、再度議論さ
れるべき課題であろう」と指摘している。
④施設福祉（レジデンシャルワーク）に関す
る先行研究
施設福祉（レジデンシャル・ソーシャルワー
ク）に関する文献について概観したい。なお、
施設福祉あるいはレジデンシャルワーク、レ
ジデンシャル・ソーシャルワークに関する文
献は極めて少ない。
Ⅰ．ロジャー・クロウ、訳者 杉本敏夫『こ
れからの施設福祉を考える レジデンシャ
ルワークの理論と実際』、久美株式会社
（２００２）
本書は対象とする利用者の分野に限らず、
施設福祉実践のあり方、進め方を論じた著書
である。さらに、特定の種類の施設に限定せ
ず、施設全体に共通する課題を取り上げてレ
ジデンシャルワークのあり方を論じている。
訳者の杉本１６は、レジデンシャルワークとは
「居住ホーム（施設）における入居者の処遇
からホームの運営にまでわたる総合的な取り
組みのことである」と定義している。さらに、
「レジデンシャルワークの基盤はソーシャル
ワークのみではないし、ソーシャルワークを
学んだだけではレジデンシャルワークの仕事
はできない１７」と述べている。
また、近年の社会福祉の状況について杉本１８
は、「社会福祉において施設福祉が果たして
いる役割は大きいものがある。したがって、
施設での生活のあり方、生活援助のあり方は
多くの人々に大きな影響を与えるということ
である」と述べている。今日、在宅福祉、地
域福祉の時代になりつつあるのだが社会福祉
法、介護保険制度の目指す理念とは逆行して、
施設入所希望者の増加など利用者やその家族
は施設福祉指向が強くなっている。さらに、
杉本１９は施設における生活のあり方及びソー
シャルワーカーを含むスタッフの問題につい
ても言及している。
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Ⅱ．イリーズＭ．ビューリ、監訳 硯川眞旬
『介護福祉施設ソーシャルワーカー・ガイ
ドブック』、中央法規出版（２００３）
本書は、介護福祉施設におけるソーシャル
ワーカーが具体的にどのような点に気をつけ
ながらクライエントを支援していかなければ
ならないのか項目ごとに詳細に記している。
本書はガイドブックという側面とある種マニュ
アル的なニュアンスを含んでいる。特に興味
深い点は、これまでアメリカではナーシング
ホームのソーシャルワーカーの役割に対して
あまり関心が向けられていなかったことであ
る。イリーズ２０はソーシャルワーカーの役割
が不明瞭であることの理由について、「ソー
シャルサービスは他の様々な活動とひとまと
めにされ、それらすべてが一つの項目に一括
して扱われているためソーシャルワーカーの
専門的な役割がもたらしている効果はどのよ
うなものであるかということがわかりにくく
なっている」と述べている。
４．生活相談員に関する記述分析（テキスト
の視点から）
高齢者福祉領域のテキストから高齢者福祉
施設における生活相談員に関する記述につい
て分析したい。なお、分析することを試みた
高齢者福祉領域のテキストについては、「老
人福祉論」「高齢者福祉論」という名称が書
籍のタイトルに含まれていること、主に社会
福祉士養成を主眼に置いて作成した１０冊から
生活相談員に関する記述を分析することとし
た２１。社会福祉士養成に関する書籍の文献レ
ビューを行う理由は、社会福祉士養成におい
て生活相談員が実習する職種として位置づけ
られていること、さらに社会福祉士国家試験
受験資格取得の実務経験のひとつになってい
るためである。
分析に用いた１０冊の高齢者福祉に関するテ
キストのうち、索引に生活相談員（生活指導
員）の記載があったのは３冊であった。いず
れのテキストにおいても高齢者福祉の担い手
として社会福祉士に関する記述は見受けられ
るが、具体的に生活相談員にはどのような役
割や機能が期待されているのかまで踏み込ん
で記述されていない。テキストの索引に生活
相談員（生活指導員）の記載があった箇所の
記述内容は、以下の表１に示す。
黒田らの『高齢者福祉概説』では、高齢者
福祉分野における社会福祉士の活躍する職種
例のひとつとして生活相談員を示している。
しかし、職種例として提示しているものの生
活相談員については具体的に説明していない。
岡崎らの『高齢者福祉論』では生活相談員を
相談業務に当たる職員として位置づけ、主な
業務として施設の援助計画の作成や入退所の
手続きなどを挙げている。一方で施設は生活
全体を援助する場所であるがゆえに、生活相
談員には多岐にわたる職務が課せられている
点と生活相談員の資格要件についても言及し
ている。白澤らの『老人福祉論』では施設ソー
シャルワーク（レジデンシャル・ソーシャル
ワーク）の理論構築が課題であること、他職
種とのチームアプローチを踏まえ生活相談員
の独自の機能をどのように果たしていくのか
問題を提起している。しかしながら、高齢者
福祉施設の生活相談員の役割や機能について
は、全く触れていない。
今回、分析に用いたいずれのテキストにお
いても高齢者福祉の担い手として社会福祉士
に関する記述がなされていた。さらに、部分
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表１：生活相談員に関する記述内容（文献より筆者作成）
書 籍 名 記 述 内 容
黒田研二、清水弥生、佐瀬美
恵子編著（２００５）：『高齢者
福祉概説』、明石出版
社会福祉関係の専門職として社会福祉士について説明する記
述のなかで生活相談員について触れている。
「高齢者福祉分野では主には高齢者福祉施設の生活相談員や
介護支援専門員（ケアマネジャー）として、あるいは在宅介
護支援センターのスタッフとして活躍しているほか、福祉事
務所、社会福祉協議会、老人福祉施設、病院などで活躍して
いる２２」
岡崎強、野口典子、水谷俊夫
編（２００６）：『高齢者福祉論』、
㈱みらい
高齢者福祉に携わるマンパワーとして生活相談員を項目とし
て挙げ、記述している。
「老人ホームなどで主に相談援助に当たる職員である。介護
老人保健施設においては支援相談員と呼ばれる。施設の種類
やそれぞれの施設ごとに職務内容に多少の違いはあるが、主
たる職務は、施設の援助計画の作成、入退所の手続き、利用
者や家族との相談援助、地域や関係機関との連絡調整などで
ある。しかし、施設は生活全体を援助する場所だけにそれ以
外の多岐にわたる職務を行っている。介護保険施設では介護
保険の給付管理など事務的な仕事も増えている。資格として
は特になく、社会福祉主事任用資格に準じたものがあればよ
いとされるが、最近は社会福祉士取得者が増えている２３」
白澤政和、中野いく子編著
（２００３）：『老人福祉論 第２
版』、ミネルヴァ書房
ソーシャルワークを実施する場面の説明として、これまでの
歴史的経緯を踏まえた生活相談員（生活指導員）に関する記
述がなされている。
「逆に、アメリカでは施設での専門性を模索し始めた現況に
あり、日本においては戦後からの長い期間が経過したにもか
かわらず、必ずしも施設でのソーシャルワークであるレジデ
ンシャル・ソーシャルワークを理論的に十分確立することが
できていないといえる２４」
「一方、施設では、ソーシャルワーカーは生活指導員等の名
称で、介護職や看護職とチームを組んで入所者の支援を行っ
ていくが、その際のプラン（plan）→ドウ（do）→シイ（see）
の過程でどのような独自の機能を果たしえるのかが問われる
ことになる。効果的で効率的な対応が求められる施設の経営・
運営にあって、レジデンシャル・ソーシャルワークの理論的
な明確化とその実践の促進は、施設でのソーシャルワーク存
続のために不可欠であるといえる２５」
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的に特養（介護老人福祉施設）等に配置しな
ければならない職種として生活相談員に関す
る記述がなされている。しかしながら、高齢
者福祉施設において生活相談員が具体的にど
のような職務を担い、職種に関する説明やど
のような役割や機能が期待されているかにつ
いては、十分な内容が記述されているとは言
えない状況であった。
５．まとめと考察
 先行研究レビューから
１９８０年代に行った岡本、奥田の研究では、
生活相談員の業務を「本来業務」と「付帯業
務」という枠組みに沿って検討している。
「本来業務」と「付帯業務」という区分は、
そもそも生活相談員はこうあるべきという概
念と照らし合わせている。今日においても生
活相談員の業務は「本来業務」への比重が大
きくなったにせよ「付帯業務」は無くなって
いない。先行研究から生活相談員の業務を明
確にしづらい背景には、生活相談員の基礎資
格および性差、所属している施設の年数（歴
史）、施設における生活相談員の立場の問題
があると考えられた。
生活相談員の基礎資格については、社会福
祉主事任用資格が前提となるが和気が指摘し
ているように特養では介護福祉士有資格者の
占める割合が高く、いわゆるケアワークとソー
シャルワークの関係性を整理しにくい状況を
生じさせる要因のひとつと考えられる。生活
相談員の基礎資格が介護福祉士の場合、アイ
デンティティは「介護」「ケアワーク」であ
るがゆえに生活相談員の業務内容にケアワー
クを含め捉える傾向に陥ってしまう可能性が
あると思われる。さらに生活相談員が男性の
場合、機材のメンテナンスや力仕事、運転業
務などを担うことが他の職員や施設組織から
求められやすい現状については、現実的には
否定できない生活相談員の業務なのかもしれ
ない。これらの業務は必ずしも生活相談員で
なければ担うことができない業務ではないで
あろう。しかしながら、施設内で誰がこれら
の業務を担うのかについては、各施設の実情
によって異なる部分が大きくなる可能性があ
る。さらに生活相談員の性差は、生活相談員
の本来的な業務とは異なる業務を生じさせる
要因になりうるのかもしれない。この点につ
いては更に検討の余地があるが、生活相談員
固有の機能や役割の曖昧さと施設において生
活相談員へ期待する役割や機能とも関連して
くると思われる。したがって、特養の生活相
談員は常にいわゆる「何でも屋」に陥りやす
い環境に置かれているといえよう。
所属している施設によって生活相談員の業
務が異なる点について和気は、これまでの施
設の歴史が生活相談員の業務内容と関連性が
あると指摘している。施設の歴史は支援の歴
史でもあり、生活相談員の業務にも施設ごと
に積み重ねてきた歴史がある。本来的に求め
られる生活相談員の業務内容と施設の歴史に
左右される業務内容の違いは、生活相談員の
役割や機能が明確になりにくい最も大きな要
因と考えられる。この歴史は単に「施設の歩
み」という言葉では表現できない多くの内容
を包摂している。例えば、施設長などの管理
職がどのように生活相談員あるいはソーシャ
ルワーク部門を組織のなかに位置づけてきた
のかによっても、生活相談員の業務は施設ご
とに異なってくるであろう。さらに、生活相
談員は介護職を経験した者が望ましいとする
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考え方やこれまでの処遇管理者論的な考え方
は、生活相談員のあり方を整理するうえで大
きな課題になる可能性があると考えられる。
生活相談員の立場について三輪は、管理的
な役割や業務が増大することこそが自分の本
来業務であるという思いを持ち続けることが
生活相談員の業務と専門性に関連すると指摘
している。この指摘は施設の組織機構あるい
は管理職としての生活相談員の歴史が関連し
ていると思われる。これまで生活相談員は組
織機構のなかで介護職などよりも上位に位置
づけられていた経緯があった。それ故にこれ
までの歴史の中で培われた生活相談員像は、
暗黙の中で他の職種よりも管理的機能を意識
している（してしまう）、他職種から期待さ
れてしまう可能性があると思われる。
以上の観点から今日においてもなお生活相
談員の役割や機能が明確にできにくい構造を
抱えている。したがって、生活相談員の機能
や役割は各施設によってあるいは個人によっ
て大きくことなることとなり、曖昧かつ不明
瞭なままとなっていると思われる。
 テキストの記述分析から
今回の分析では索引にすら生活相談員の項
目が記載されていないことが、生活相談員に
関する研究の蓄積が十分ではないことを物語っ
ているといえよう。特に社会福祉士を目指す
学生にとって書籍やテキストは大きな影響力
を持つ。しかしながら、今回の分析では生活
相談員に関する記述が高齢者施設に配置しな
ければならない職種として取り上げているが、
生活相談員の業務や機能、役割といった内容
はほとんど記載されていない。また、生活相
談員の具体的な業務の一部については岡崎ら
の『高齢者福祉論』で取り上げているが、現
場経験のない学生には、具体的な生活相談員
像が理解しづらいと思われる。
しかしながら、社会福祉士養成における社
会福祉援助技術現場実習（相談援助実習）で
は、実習する職種は生活相談員として実習を
行っている。換言すれば、この現状は実習を
お引き受けいただいた実習施設の指導者（スー
パーバイザー）と学生が実習中の自助努力の
範疇で学びを深めざるを得ない状況にあると
もいえよう。
高齢者福祉施設の生活相談員は施設のよっ
て生活相談員の役割や業務が異なっているこ
とから、一律に高齢者福祉施設の生活相談員
の役割や業務を書籍やテキストに記述しにく
い現状を打破していくことが喫緊の課題であ
る。
６．生活相談員研究の課題
生活相談員の歴史は、我が国のソーシャル
ワーク実践の歴史そのものであろう。昨今は
地域福祉の時代といわれつつも、今後も施設
福祉が果たしていく役割は大きい。とりわけ
施設におけるソーシャルワーク実践の中心を
担う生活相談員に関しては、ある一定の生活
相談員の機能や業務を明確にする必要がある。
米本が提唱する施設ソーシャルワークの９機
能は、特に高齢者福祉領域の生活相談員の機
能や業務を整理し、一般化していくには非常
に有効であると思われる。しかしながら、こ
れまで生活相談員が抱えていたさまざまな課
題は、生活相談員の自助努力だけでは解決で
きない課題であると思われる。特に施設にお
いては介護職、看護職などの他の専門職と管
理者などが、本来的に求められるソーシャル
ワークあるいは生活相談員の役割や機能の理
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解を深めていく必要があるといえる。
したがって、今後の生活相談員研究の課題
として実際に現在行われている生活相談員の
役割や機能を明確にすること、介護職や看護
職、管理職が生活相談員に対しどのような役
割や業務を期待していてどのような乖離が生
じているのかを明確にすることが重要である。
さらに利用者への支援にはそれぞれの専門性
を発揮してチームアプローチの視点を大切に
していくことが重要である。高齢者福祉施設
に配置されている生活相談員が「発揮すべき
専門性とは何か」を明確にし、高齢者へのよ
りよい支援のあり方を検討し理論化すること
が施設福祉実践の向上に寄与すると考える。
７．お わ り に
本研究では生活相談員に関する先行研究の
整理と若干の考察を行った。生活相談員と社
会福祉士との関連およびレジデンシャル・ソー
シャルワークとの関連については、十分に整
理することができなかった。今後の課題とし
て、他の専門職から見た生活相談員に対する
役割や期待を明確化すること、生活相談員自
身が生活相談員の役割や業務をどのように捉
えているのか明確にしたうえで理論化するこ
とが課題である。かつて筆者も生活相談員と
して高齢者への支援に携わっていたが、施設
内における役割や機能が不明瞭であったこと、
曖昧でかつ多様な役割や機能を課せられた筆
者も含めた生活相談員が苦悩している姿を他
施設の生活相談員の仲間とともに何とか改善
しようともしていた。今後も高齢者福祉施設
における生活相談員に関する研究を積み重ね、
利用者にとってよりよい支援を提供できる生
活相談員とは何かを追求していきたい。
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